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第１章　総則
　（趣旨）
第１条　この東御市給水装置工事施行基準（以下「施行基準」という。）は、東御市水道条例（平成16年東御市条例第157号。以下「条例」という。）第２条第１項第３号に規定する給水装置工事（以下「工事」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。
第２章　申込み

　（工事の申込み）
第２条　工事の申込みには、東御市水道条例施行規程（平成16年東御市公営企業管理規程第４号。以下「規程」という。）第２条第１項の規定による給水装置工事申請書（以下「申請書」という。）を提出しなければならない。
２　申請書には、規程第２条第２項の規定に基づく給水装置台帳兼着手届及び給水装置台帳兼計画図（以下「着手届」という。）各２部及び案内図を添付しなければならない。また、必要に応じて給水装置代理人選定届、基準外及び指示外施工の誓約書（様式第１号）、給水装置の詳細図等を添付しなければならない。

３　着手届には、資材等が法の定める構造及び材質の基準適合品であることを確認したうえで記載しなければならない。
　（事前調査）
第３条　申請書、着手届等の作成にあたっては、次の各号に掲げる事項について調査及び確認をしなければならない。

(1) 給水対象地：住所地番、土地所有者、行政区、給水区域、土地の形状、標高、造成工事及び外溝工事の計画、建築物の位置又は建設計画、構造物の状況又は設置計画
(2) 使用水量：使用目的、使用人員、延床面積、給水栓数

(3) 既設給水装置の状況：所有者、使用者、布設年月、形態、口径、管種、布設位置、使用水量、量水器番号

(4) 屋外配管：止水栓及び量水器の設置位置、分岐位置、布設位置
(5) 屋内配管：給水栓類の位置・数量、給水用具
(6) 配水管の布設状況：口径、管種、布設位置、仕切弁、水圧、消火栓の位置、利用状況
(7) 配水管埋設道路の状況：公道、私道の種別、幅員、舗装状況、舗装年次、官民界の形状・構造物の有無

(8) 他施設の状況：下水道、ガス、電気、電話、農業用水管、工業用水管、送湯管等

(9) 現地の施工環境：施工可能な時間帯、関連工事の有無

(10)３階直圧給水の可否：水圧、配水管状況

(11)受水槽の設置：受水槽の容量、設置位置、構造、配管位置

(12)各種納入金の確認：分担金、手数料、水道料金

(13)工事に関する同意承諾の取得確認：分岐同意、その他利害関係者の承諾等
（協議）
第４条　指定給水装置工事事業者（以下「指定工事業者」という。）は、施行基準中に記載されている以外の施工方法及び資材を使用する場合並びに大規模な給水計画、低水圧地区、区域外給水など特に協議を要する場合については、次の各号に掲げる書類を提出しなければならない。
(1) 給水装置工事（施工・変更）協議書（様式第２号）

(2) 案内図

(3) 公図

(4) 給水計画書（平面図、計画使用量、給水形態等が記載されているもの）
(5) 給水器具の仕様書、認証証明書
(6) 流量（水理）・貯水槽容量等の計算書
(7) その他協議内容に必要な資料

２　協議により市長が必要と認めた場合は、基準外及び指示外施工の誓約書（様式第１号）を提出しなければならない。
（工事の変更）

第５条　指定工事業者は、工事承認後に次の各号のいずれかに該当する変更を行う場合は、給水装置工事（施工・変更）協議書（様式第２号）及び変更の詳細が分かる書類等を提出し、承認を得なければならない。

(1) 分岐口径の変更及び分岐位置の大幅な変更があるとき。
(2) 量水器の口径、数量の変更及び設置位置の大幅な変更があるとき。

(3) 給水方式に変更があるとき。

(4) その他市長が特に必要と認めたとき。
（完成及び検査）
第６条　工事完成後、検査を受けようとするときは、規程第５条第２項により給水装置台帳兼完成届及び給水装置台帳完成図（以下「完成届」という。）を提出しなければならない。完成届には、必要に応じて水圧試験の結果、給水前水質検査の結果及び工事写真等を添付又は記入しなければならない。
２　検査は、主任技術者立会いのうえ行わなければならない。この場合の事前準備、検査項目等は別に定める給水装置工事完成検査要領（資料１）によるものとする。

３　道路占用及び河川占用等を伴った工事の場合は、完成後速やかに該当する道路及び河川等の管理者の定める様式等により届出なければならない。
（分担金及び手数料）
第７条　申込みの際は、条例第30条に規定する分担金、東御市水道特別分担金の徴収に関する規程（平成16年公営企業管理規定第６号）による分担金及び条例第29条に規定する手数料を納付しなければならない。

２　完成の際は、条例第29条に規定する手数料を納付しなければならない。

第３章　給水形態

（給水方式の決定）
第８条　給水方式は、直結式給水、受水槽式給水、直結・受水槽併用式給水がある。各方式は、給水高さ、所要水量、使用用途、維持管理面等を考慮し、決定しなければならない。
２ 直結式給水

　　直結式給水には、配水管の水圧で直結給水する方式（直結直圧式給水）と、給水管の途中に直結加圧形ポンプユニットを設置して給水する方式（直結増圧式給水）がある。

(1)　直結直圧式給水

　　ア　配水管の口径及び水圧が使用水量に対して十分であること。

　　イ　給水栓を同時に使用した場合に水圧が0.049Ｍpa以上であること。

　　ウ　水圧等により給水器具の使用に支障をきたすおそれのないこと。

　　エ　３階直圧給水については、別に定める東御市３階直圧給水要領（資料２）によること。
　(2)　直結増圧式給水
　　ア　自然水圧による給水及び受水槽の設置が著しく困難である場合。
　　イ　本方式による被分岐管の口径は、100mm以上とすること。
　　ウ　本方式による取出し管及び水道メーターの口径は、30mm以下とすること。
　　エ　配水管の水質及び圧力に影響を与えるような脈動を生じない増圧給水設備とすること。
　　オ　構造・材質・設置方法については、事前に市と協議すること。

３ 受水槽式給水

ア　使用用途に対して必要とする水量、水圧が得られない場合。

イ　配水管の水圧変動等にかかわらず、常時一定の水量、水圧を必要とする場合。

ウ　医療機関等で災害、事故等による緊急断減水時にも給水の確保が必要な場合。

エ　飲食店、理美容店、大規模店舗など事故等による緊急断水が容易にできない場合。

オ　使用水量の変動が大きく、配水管の水圧低下を起こすおそれのある場合。

カ　薬品等を使用する工場など、逆流により配水管の水を汚染するおそれのある場合。

キ　３階以上の建物等に給水する場合。

ク　災害時の避難場所となる小、中学校等の公共施設の場合。

ケ　受水槽容量の決定については、別に定める受水槽容量計算方法（資料３）を参考にし、受水槽容量計算書（様式第３号）を提出しなければならない。

コ　受水槽式給水を採用する場合は、東御市小規模水道維持管理指導要綱（平成25年告示第10号）に定める設置届を提出しなければならない。
サ　受水槽式給水に該当又は協議及び設計審査において、受水槽式給水の指導を受けたにもかかわらず直結式給水を採用する場合は、基準外直結給水誓約書（様式第４号）を提出しなければならない。

４ 直結・受水槽併用式給水

直結式給水と受水槽式給水の併用給水は、一つの建築物内で直結給水式、受水槽式給水の両方を併用するものであり、両系統を連結することは認められない。
（給水口径の決定）
第９条　給水管の口径は、計画使用水量を十分供給でき、かつ、経済性も考慮した無駄のない口径にすることが必要であり、次の各号に掲げる事項を考慮して決定しなければならない。

(1) 計画使用水量

計画使用水量とは、給水装置に使用される水量であり、給水装置の口径決定等の基礎となるものである。算出にあたっては実態を十分に考慮し過不足のない水量を設定することが必要である。一般的には別表第１から別表第３までを参考にする。
(2) 同時使用率

給水栓の同時使用率は、使用目的及び取付栓数を考慮し、総給水用具数より使用頻度の高いものを選び出して決定する。ただし、学校及び駅の手洗所のように同時使用率の極めて高い場合には、手洗器、小便器、大便器等、用途ごとに同時使用率を求め合算する必要がある。一般的には別表第４を標準とする。

(3) 配水管又は既設給水装置の設計水圧

配水管又は既設給水装置の水圧は、夏期の最低水圧を用いる。最低水圧が実測できないときは、市長と協議のうえ決定する。

(4) 流量（水理）計算

流量（水理）計算には、別表第５及びウエストン公式、ヘーゼンウイリアムスの公式等を参考にする。
（量水器口径の決定）
第10条　量水器口径は、前条各号に掲げる事項を考慮し、量水器の適正使用流量範囲、瞬間使用の許容流量と照らし合わせ、適正値範囲内になるように口径決定しなければならない。適正値は、別表第４及び第８を参考にすること。
（給水形態の変更）
第11条　給水方式、給水口径及び量水器口径を変更する場合は、工事の申込みをしなければならない。

２　受水槽を撤去し、直結式給水に変更する場合は、次の事項について調査、確認を行い、事前協議をしなければならない。

(1) 配管状況を調査し、受水槽以下の配管を含めた配管図を作成すること。

(2) 流量計算を行い、適切な口径の量水器を設置すること。

(3) 受水槽以下の配管を再使用する場合は、施工方法、管種、口径等が現行の基準に適合していることを確認し、適合でない場合は、布設替を行うこと。

(4) クロスコネクションの有無について調査すること。

(5) 既設配管部分に対して水圧テストを実施すること。

(6) ３階の建築物については、併せて３階直圧給水の協議を行うこと。

３　３階直圧給水を行っている建築物に対して、給水装置の追加等の変更を行う場合は、あらためて３階直圧給水の協議を行うこと。
第４章　構造及び材質

（構造及び材質）
第12条　給水装置の構造及び材質は、水道法施行令（昭和32年政令第336号。以下「政令」という。）第６条に規定する項目及び次の各号に掲げる要件を備えていなければならない。

(1) 使用用途に対して必要な水量を十分に供給でき、かつ、口径が著しく過大でないこと。
(2) 耐圧、浸出、耐寒及び耐久性能に優れ、長期に及ぶ使用にあっても安全な供給ができること。

(3) 凍結、損傷、電食及び土質による腐食等のおそれがある場合は、これらを防止するための適切な措置がとられていること。

(4) 配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのある器具に直結されていないこと。
(5) 水が汚染され、又は逆流するおそれがないこと。
(6) 水及び空気の停滞を防止するための適切な措置がとられていること。
(7) 井戸水等の水道以外に使用する管及び設備に直結されていないこと。

(8) 使用水量を正確に計量するため、量水器を取り付けること。

(9) 将来とも維持管理が容易であること。

(10)管種の選定にあたっては、布設場所、土質等を考慮し、適切な管種を選定すること。
　（材料及び器具）
第13条　給水装置工事に使用される材料及び器具は、次の各号に掲げる要件を備えていなければならない。
(1) 直結される給水装置は、給水装置の構造及び材質の基準に関する省令（平成９年厚生省令第14号。以下「省令」という。）の定める次の性能基準試験に合格したものであり、第三者認証及び自社認証品であること。

・耐圧性能基準　　　・浸出性能基準　　　・水撃限界性能基準

・逆流防止性能基準　・負圧破壊性能基準　・耐寒性能基準

・耐久性能基準

(2) 事前協議、設計審査等において、材料及び器具についての指示があった場合は、指示されたものであること。
（給水管及び配水管の管種）
第14条　給水管及び配水管の主な種類は次の各号によるが、市長が特に認めた場合はこの限りでない。
　(1) 水道用ポリエチレン二層管(JIS K 6762)　PEP
　(2) 水道用硬質塩化ビニル管(JIS K 6742) VP,HIVP
  (3) 水道用ゴム輪形耐衝撃性硬質塩化ビニル管(JWWA K 129)　HIRRVP
(4) 水道用ＧＸ形ダクタイル鋳鉄管(JWWA G 120) GX形
(5) 水道用ＧＸダクタイル鋳鉄異形管(JWWA G 121) GX形
(6) ダクタイル鋳鉄管(JIS G 5526)　K形,T形
(7) ダクタイル鋳鉄異形管(JIS G 5527)　K形,T形
(8) 水道用ダクタイル鋳鉄管(JWWA G 113)　NS形
(9) 水道用ダクタイル鋳鉄異形管(JWWA G 114)　NS形
(10) 水道配水管ポリエチレン管(JWWA K 144)　HPPE
(11) 水道配水用ポリエチレン管継手(JWWA K 145) HPPE
　第５章　施工

（分岐工事）

第15条　分岐工事を行う場合は、東御市給水装置配管標準図（以下「配管標準図」という。）及び次の各号により行うものとする。

(1) 原則として、市長が管理する給水管及び配水管（以下「給配水管」という。）から分岐すること。ただし、建築基準法（昭和25年法律第201号）の規定に基づく位置指定道路（以下「位置指定道路」という。）内で分岐するときは、同意書（様式第５号）を提出しなければならない。
(2) 給配水管からの分岐位置は、他の給水装置の分岐位置及び給配水管の継手部分から30㎝以上離すこと。また、給配水管の管末からの分岐方法については、市長と協議すること。

(3) 配水管からの分岐は、各管種及び各接合に適したサドル付分水栓を用いることとし、分水栓のボルトは平均に締め付け、穿孔後の切りくず等が通水の阻害とならないよう慎重に施工すること。

(4) サドル付分水栓での分岐ができない場合は、事前協議のうえ、各管種及び各接合に適合した異形チーズ類を用いた分岐とすること。

(5) 鋳鉄管及び鋼管から分岐する場合は、穿孔後、穿孔部に密着式防食用コアを取付けること。
(6) 分岐工事にはＭＣチーズ及びそれに類する資材を使用しないこと。
(7) 原則として給配水管と同口径の分岐工事は行わないこと。
(8) 原則として一つの敷地に対して一箇所の分岐とすること。

(9）一つの敷地に対して２器以上の量水器を設ける場合は、分岐箇所は１箇所とし、これに係る既設給水管の増径布設替工事を行うこと。又、給水使用量が増加するなどし、量水器口径を増径するときも同様に、給水量に足り得る増径布設替え工事を行うこと。

(10) 分岐工事の際は、施工状況が確認できるよう、着工から竣工までの工事写真を撮影し、完成届に添付すること。
　（水圧試験）
第16条　水圧試験は、次の各号により行うものとする。

(1) 水圧試験は、止水栓から宅内まで及び分岐工事を伴った場合は、穿孔前の分水栓から止水栓まで行うこと。 
(2) 1.0MPaで10分間以上行い、管類、継手類、栓類及びそれらの接続部等に不良及び漏水等がないことを確認すること。

(3) 試験結果は、記録紙（チャート紙）に試験状況写真を添付して、工事完成時に提出すること。

(4) 分岐工事の穿孔後又は既設給水装置において、給配水管の動水圧を測定し、当該給水装置工事に使用する装置及び器具等に対し、適正な水圧が得られることを確認すること。また、測定した値は、完成届に記入し、測定状況写真を提出すること。

(5) 水道配水用ポリエチレン管の水圧試験は下記の方法により実施する。

ア　管路内への通水は、最後のEF接合が終了しクランプを外せる状態になってから１時間以上経過した後に行う。

イ　管内を0.75MPaに加圧して５分間放置した後、水圧を0.75MPaまで再加圧する。再加圧後、すぐに水圧を0.5MPaまで減圧し、そのまま放置する。

ウ　放置してから、１時間後の水圧を確認し、0.4MPa以上保持すれば合格とする。

エ　0.4MPaを保持できなかった場合には、そのまま放置し、24時間後0.3MPa以上確保できれば合格とする。

オ　水圧試験の最大実施区間は500ｍまでとする。

（布設及び防護）
第17条　給水管の布設及び防護は、配管標準図、中間バルブ設置位置標準図（別
図第１）及び次の各号により行うこと。

(1) 公道内に布設するときは、道路管理者の指示に従い、占用位置に布設すること。なお、河川敷（河川保全区域及び砂防指定区域周辺）、軌道敷（横断及び隣接地周辺）及び他人の所有地等を掘削し、又は占用する場合は、それらの管理者又は所有者の許可を得るとともに、指示に従うこと。
(2) 給水管は、原則として地中に布設すること。給水管の埋設深度は、道路内は土被り700㎜以上、民地内は土被り600㎜以上とする。ただし、道路内は、市長及び道路管理者から別に指示があった場合は、その指示に従うこと。また、民地内は、土地の形状、標高等を考慮すること。

(3) 分水栓から止水栓までの部分は、配水管に対してほぼ直角に布設すること。

(4) 分水栓から止水栓までの部分は、原則としてその管路延長上の路盤面に段差のある場所を避けて布設すること。
(5) 分水栓から止水栓までの部分には、管探知用ケーブル（ロケーティングワイヤー）及び埋設表示シート（管上30㎝、幅150㎝）を布設すること。
(6) 開渠（水路）等の構造物の横断工事を伴う場合は、その構造物の管理者に事前協議し、また構造物を横断する給水管には、さや管を使用して適切な防護を施すこと。

(7) 道路の縦断工事を行う場合は、原則として道路中央部を避けること。

(8) ガス管、排水管等その他の埋設管より30㎝以上離して布設すること。

(9) 石垣、水路等と平行して布設する場合は、地盤沈下、崩落、凍結等による被害を受けないよう近接した布設は避けること。

(10)水道以外に使用する管及びその他汚染の原因となるおそれのある設備に直結しないこと。

(11)電食、酸、アルカリ等による腐食のおそれのある地中に布設する場合は、それぞれ適切な防護を施すこと。

(12)露出配管部分は、凍結、振動による破損等のおそれがあるので適切な防護を施すこと。

(13)立上がり管の隠蔽配管及び床下配管が避けられない場合は、維持管理に支障のないよう配慮すること。

(14)水抜栓は、原則として立上がり管１箇所ごとに１栓取り付け、玉石、砂利等を入れた床盤を作り、地下排水を良好にすること。また、配管の安定を図るため、接続部に内面被覆鋼管等を使用し、傾きのないように施工すること。

(15)給水装置の吐水口と洗面器、流し、浴槽、受水槽等の越流面との間に必要な吐水空間を確保すること。通常13㎜以下にあっては吐水口から越流面までの間隔は25㎜以上、20㎜にあっては40㎜以上を必要とする。

(16)給水装置の管理者及び使用者の維持管理を容易にするために、量水器下流側に元バルブ、中間バルブ等の設置を検討すること。ただし、これらバルブは、漏水、故障等の修繕工事に必要かつ有効と判断される場所に設置すること。また、中間バルブ設置位置標準図（別図第１）を参照すること。

(17)既設鉛管がある場合は、市長に報告し、現行基準に沿った管種への布設替について協議すること。

（掘削及び埋戻し）
第18条　掘削及び埋戻しは、次の各号により行うものとする。

(1) 道路管理者等の定める占用許可及び掘削許可並びに道路交通法（昭和35年法律第105号）に基づき、所轄警察署の許可を得ること。その際市長及び道路管理者の指示事項に従うこと。なお、工事の着手にあたっては消防署等関連機関に届出等をすること。

(2) 道路内に他の占用物件がある場合は、各占用物件の管理者等と事前協議を行い、適切な保安措置を講ずること。また、必要に応じて各物件の管理者等との立会い及び試験掘削等を行い、損傷を与えないようにすること。損傷を与えた場合は、速やかに市長及び各占用物件の管理者等へ報告し指示を受けること。
(3) 道路の横断工事は、片側ずつの施工を原則とし、埋戻しは掘削当日に完成させること。ただし、何らかの事情により当日の埋戻しができず、鉄板などを用いて仮設的に道路を開放する場合は、事前に市長と協議し、騒音及び段差、雨水、結露等による転倒等公衆災害の防止に必要な措置を講ずること。

(4) 掘削断面内の床均は、入念に行うこと。

(5) 埋戻しに伴う転圧は、管の左右を均等に行い、各層ごとに転圧機器で地盤沈下の発生しないよう入念に行うこと。
(6) 道路内は、道路管理者の指示に従い埋戻しをすること。ただし、管上10㎝まで保護砂埋戻しを行うこと。また、民地内は発生土等の埋戻しとすること。ただし、ポリエチレン管及びそれに類する軟質管を使用した場合は、管上10㎝まで保護砂埋戻しを行うこと。
(7) 埋戻し後速やかに舗装復旧及びセンターライン他白線、道路構造物の復旧を行い、定められた期間内に道路を開放すること。また、舗装本復旧までの間は、陥没等のないよう定期的な巡回の実施及び安全管理等を行うこと。

（止水栓及び逆止弁の設置）
第19条　止水栓の設置は、配管標準図、止水栓及び量水器設置標準図（別図第２）及び次の各号により行うものとする。

(1) 原則として給配水管から分岐した給水管が、最初に官民界と交差する地点の民地側で、官民界に最も接近した場所に設置すること。

(2) 原則として給水対象地への出入口又はその周辺部に設置すること。
(3) 設置箇所の選定にあたっては、将来にわたり設置箇所周囲の環境（構造物の設置、植栽、土地使用形態、出入口等）が変化するおそれの最も少ない箇所を検討すること。

(4) 維持管理に支障がなく、条例第14条及び第18条第１項の規定による作業（以下「開閉栓作業」という。）が容易な場所に設置すること。

(5) 設置箇所を常に覆い隠す物のない場所に設置すること。

(6) 泥、砂等による埋没及び雨水、湧水等による水没のおそれのない場所に設置すること。

(7) 凍結のおそれのない場所に設置すること。

(8) 止水栓は、量水器表函内に設置すること。
(9) 13㎜以上25㎜以下の量水器の止水栓については、逆止弁付ボール止水栓キーハンドルを使用すること。
(10) 30㎜以上の量水器の止水栓については、甲型伸縮止水栓丸ハンドルを使用すること。
(11) 30㎜以上の量水器の下流については、量水器交換時等の戻り水を防止するため逆止弁を設置すること。
(12) 市長が必要と認めた場合は、第１止水栓を設置すること。設置位置については、止水栓及び量水器設置標準図（別図第２）を参照すること。

(13) 止水栓止め工事の場合は、プラグ止めとすること。

(14) 新築の集合住宅及びテナント等に止水栓を設置した場合は、閉栓状態にしておくこと。

（量水器の設置位置）
第20条　量水器の設置位置は、配管標準図、止水栓及び量水器設置標準図（別図第２）及び次の各号により決定するものとする。
(1) 原則として給配水管から分岐した給水管が、最初に官民界と交差する地点の民地側で、官民界に最も接近した場所に設置すること。

(2) 原則として給水対象地への出入口の周辺部に設置すること。

(3) 設置箇所の選定にあたっては、将来にわたり設置箇所周囲の環境（構造物の設置、植栽、土地使用形態、出入口等）が変化するおそれの最も少ない箇所を検討すること。

(4) 維持管理に支障がなく、開閉栓作業及び交換作業が容易な場所に設置すること。

(5) 設置箇所を常に覆い隠す物のない場所に設置すること。

(6) 泥、砂等による埋没及び雨水、湧水等による水没のおそれのない場所に設置すること。湧水等による水没が避けられない場合は、周囲の湧水処理を行うこと。

(7) 凍結のおそれのない場所に設置すること。

２　工事により量水器の設置位置が大幅に変更になるときは、量水器位置変更届（様式第６号）を提出しなければならない。
（量水器の取り付け）
第21条　量水器の取り付けは、配管標準図及び次の各号により行うものとする。

(1) 量水器は、原則として電子式量水器カウンター付とする。

(2) 量水器本体は、量水器表函内に取り付け、原則として前後にフレキシブル継手を使用すること。ただし、改造工事に伴い角度や距離的にフレキシブル継手の使用が困難な場合に限り、量水器下流側にポリエチレン管の使用を認めるものとする。

(3) 量水器本体は、水平で検針読取面が常に上部になるよう取り付けること。原則として給水栓（吐水口）より低位置とする。

(4) 量水器本体の流入方向を確認し、逆流することのないようにすること。

(5) 取り付けの際は、必ず給水管内の水の放水又は洗管等を行い、異物等の混入を避けること。

(6) カウンターは、量水器本体に付属するカウンターコードの延長範囲である10ｍ以内に取り付けること。ただし、給水対象地の形状、量水器設置箇所周囲の状況等により延長範囲内に取り付けができない場合は、協議すること。

(7) カウンターは、構造物の壁面又は支柱等を使用し、カウンターの底面が地上600㎜以上の位置になるように取り付けること。

(8) カウンター取り付け箇所の選定にあたっては、工事の申請者及び給水装置の使用者等と協議すること。

(9) カウンターは、維持管理に支障がなく、検針及び交換作業の容易な場所に取り付けること。

(10)カウンターは、取り付け箇所を常に覆い隠す物のない場所に取り付けること。

(11)カウンターコードは、地中及び露出部分に保護用さや管を使用し、配線すること。保護用さや管は、原則として内径16㎜以上の針金入り合成樹脂製可とう電線管を使用すること。

(12)保護用さや管の配管は、量水器表函側面の通し穴を通し、地中部分は配管が潰れることのないようにすること。また、地中から地上への立ち上がり部分は折れることのないよう緩やかな曲線状に配管し、構造物の壁面への配管は留め金等を使用し、壁面に密着させること。

 (13)私設量水器（子メーター）を設置する場合は、次に定めるところにより行うものとする。

　　ア　購入、検針、修理及び交換は、設置者又は使用者が行うこと。

　　イ　既設給水装置に新たに取り付ける場合は、工事の申請をすること。

　　ウ　取り付けは、前各号の規程により行うこと。

　　エ　計量法（平成４年法律第51号）に基づく交換を必ず行うこと。

　　オ　私設量水器表函の蓋は、黄色に着色し、蓋裏及びカウンターに私設量水器である旨を表示すること。

２　集合住宅及びテナント等の複数の量水器を取り付ける場合、取り付け後速やかにアパート・テナント用量水器取付確認届出書（様式第７号）を提出しなければならない。

（表函類の設置）
第22条　給水装置に付属する表函類は、配管標準図及び次の各号により設置すること。

(1) 量水器表函は、次に定めるところによること。

　　ア　原則として、本体すべてが鋳鉄製の表函を使用すること。

イ  車両及び重量物が通過しない場所であり、鋳鉄製の表函を設置することが困難である場合に限り、市と協議のうえ鋳鉄製以外の表函を設置することができる。

　　ウ　量水器口径が25㎜以下の場合は、20㎜用又は25㎜用の耐寒性能に優れた表函を使用すること。

　　エ　量水器口径が25㎜以下の場合は、沈下防止措置のため、底板を設置すること。

　　オ　量水器口径が30㎜以上の場合は、事前協議し、現場打コンクリートにより設置する場合は、量水器マンホール工標準図（別図第３）を参照すること。

　　カ　表函側面には、カウンターコード保護用さや管の通し穴を設けること。通し穴の直径は、使用する保護用さや管に応じて決定し、表函蓋面から穴上端までが150㎜以上となる位置に設けること。ただし、通し穴の直径がさや管の外径を大きく超える場合は、土砂等の流入防止措置を講ずること。

　　キ　表函蓋面とＧＬ面との凸凹がないよう、入念に転圧すること。

　(2) 第１止水栓表函は、原則として市長が指定したものを使用すること。

(3) バルブ等の表函は、原則として内径100㎜以上を使用すること。

(4) 第１止水栓、バルブ等の表函は、弁、栓等が表函内面と接触しないように注意し、必ず表函の中心に止水栓、バルブ等が設置されること。

(5) 不凍栓、水抜栓等の表函蓋裏には、その栓の操作により止水する給水栓名を表示すること。

(6) 集合住宅及びテナント等の量水器表函及び不凍栓、水抜栓表函は、蓋裏等に部屋番号を表示すること。表示方法は、経年変化や風雨等により文字が消滅しないよう考慮すること。

（管の選択）
第23条　給水装置に使用する管は、次の各号により選択するものとする。

(1) 公道内に布設する管は、原則として別表第６により決定すること。

(2) 民地内に配管する管は、第13条の規定に基づき決定すること。ただし、給配水管の分岐から量水器まで布設する管は、配管標準図を参照すること。

(3)位置指定道路内に布設する管は、原則として別表第６により決定し、口径は40㎜以上とすること。ただし、布設した管からさらに分岐して布設する管は、配管標準図を参照すること。

(4) ダクタイル鋳鉄管は、原則として「ＮＳ形」、「ＧＸ形」、「Ｋ形」のいずれかとすること。

(5) ポリエチレン管を直線配管部分において曲げる場合は、別表第７の許容範囲内とすること。また、屈曲部分の半径が、外径の20倍以上の大きさとなること。

(6) 東御市水道事業の区域における開発事業等に伴う給水装置工事の取扱要綱（平成16年東御市公営企業告示第１号。以下「開発事業要綱」という。）第３条の規定に基づく工事により布設する管について、市長は必要に応じて口径の変更を行うものとする。変更後の口径は、原則として40㎜以上とする。

（さや管ヘッダー工法）
第24条　さや管ヘッダー工法は、次の各号により施工するものとする。

(1) さや管ヘッダー工法の配管材は、架橋ポリエチレン管又はポリブデン管とすること。

(2) さや管ヘッダー工法配管標準図（別図第４）を参照すること。

(3) ヘッダー部分までの配管は、量水器口径にかかわらず20㎜相当以上とすること。

(4) ヘッダーから分岐する配管は、給水栓１栓ごと単独の配管とすること。

(5) ヘッダー部分には、点検孔を設けること。

(6) 水抜栓を設置し、ヘッダー下流側の配管から完全に水を抜けるようにすること。

(7) 凍結防止対策を十分に行うこと。

（排気排水装置）
第25条　排気排水装置は、次の各号により施工するものとする。

(1) 給水装置中に停滞水の生じるおそれがある場合は、排水装置を設けること。

(2) 排水装置は、河川又は側溝を備えている場所に設置すること。

(3) 排水装置の吐水口と側溝等の水面の間には、十分な吐水口空間を確保すること。

(4) 給水装置中に停滞空気の生じるおそれがある場合は、排気装置を設けること。

（逆流防止装置）
第26条　逆流防止装置は、次の各号により設置するものとする。

(1) 量水器の口径により、量水器の上流側又は下流側に逆流防止装置を設置すること。

(2) 給水装置に直結する器具等を設置する場合は、逆流を防止できる適切な位置へ逆流防止装置又は負圧破壊装置を設置すること。

(3) タンク類、プールその他水を入れ、若しくは受ける器具又は施設へ給水する場合は、逆流を防止するため吐水口空間を確保すること。

(4) 逆流防止機能のない既設止水栓は、逆流防止付止水栓に交換すること。

（減圧装置）
第27条　高水圧の給配水管から分岐して給水装置を設置する場合は、減圧装置を設けなければならない。

２　減圧装置は、次の各号により設置するものとする。

(1) 原則として量水器下流側に設置すること。

(2) 調整、修繕及び交換等が容易にできるよう、量水器表函と同等の表函内に設置すること。

（給水開始前水質検査）
第28条　工事が完成し、給水を開始する前には法第13条第１項の規定により、給水栓において給水開始前水質検査を行わなければならない。

２　給水開始前水質検査は、次の各号によるものとする。

(1) 異常な臭気が認められないこと。ただし塩素臭を除く。

(2) 異常な味が認められないこと。

(3) 異常な色が認められないこと。

(4) 異常な濁りが認められないこと。

(5) 残留塩素が検出されること。また、検査した値を完成届に記入し、検査状況写真を提出すること。

（撤去）
第29条　撤去は、次の各号により施工するものとする。

(1) 原則として、給配水管の分岐位置栓止めとすること。

(2) 給配水管の分岐がサドル付分水栓の場合は、サドルキャップ止めとすること。

(3) チーズ分岐等の撤去は、給水装置施工詳細図（別図第５）を参照すること。

（交通及び保安対策）
第30条　工事現場における交通及び保安対策は、次の各号により行うものとする。

(1) 交通及び保安に関係のある工事については、道路管理者及び警察署長の指示事項を遵守し、十分な施設等の措置を講ずること。

(2) 工事施工のため通行を禁止し、又は制限する場合は、必要な箇所に指定の交通保安設備を配置し、交通の安全を期すこと。

(3) 工事現場では、事故防止に万全を期すこと。

(4) 事故が発生した場合は、速やかに市長に報告すること。

　（水道直結式スプリンクラー設備等）

第31条　消防法施行令（昭和36年政令第37号）に定める水道直結式スプリンクラー等の設置を行う場合は、次の各号により施工すること。

(1)　消防法に規定された消防設備士の資格（甲種第１類免状）を有する者の指導の下、指定給水装置工事事業者が施工すること。又必要に応じて所管の消防署の指導を受けること。

(2)　スプリンクラー設備を設置しようとする者（給水装置所有者等）に対して、水道が断水の時や配水管の水圧が低下した時などは正常な効果が得られない旨を、確実に周知すること。

(3)　凍結防止のための水抜き時にも正常に作動するような設備の設置がなされること。

(4)　当該給水装置を分岐しようとする配水管の給水能力の範囲で、設備の正常な作動に必要な水圧、水量が得られるものであること。

(5)　設備の設計にあたっては、スプリンクラーヘッド各栓の放水量は15ℓ/分（火災予防上支障があると認められる場合にあっては30ℓ/分）以上の放水量が必要であること。又スプリンクラーヘッドが最大４個同時に開放する場合を想定し設計されることがあるため、その際は、合計の放水量は60ℓ（120ℓ）/分以上を確保すること。

(6)　設備の設計にあたっては、利用者に周知することをもって、他の給水用具（水栓）を開栓した状態での使用を想定できること。

(7)　設備は、消防法令適合品を使用し、給水装置の構造及び材質の基準に適合する構造であること。

(8)　停滞水及び停滞空気を発生させない構造であること。

(9)　結露現象を生じ、周囲（天井等）に影響を与える恐れのある場合は、防露措置を行うこと。

(10)　設備の維持管理上の必要事項及び連絡先を、利用者等の見やすいところに表示すること。

(11)　設備の所有者または使用者に対し、当該設備を介して連結している水栓からの通水の状態に留意し、異常があった場合には、設置工事をした者に連絡するよう周知すること。

(12)　上記の（４）及び（５）の事項が満たされない場合は、配水管から分岐する給水管口径の増、貯水槽の設置、建築物内装の耐火性を向上させる等の措置をとることとし、所管の消防署の指導を受けること。

(13)　上記の（１）及び（２）について、書面により確認するため、管理者は当該施設の設置者及び給水装置所有者から、給水装置工事申込時に別途、水道直結式スプリンクラー設備等の設置に関する誓約書（様式第８号）を提出しなければならない。

第６章　製図

（製図方法）
第32条　製図方法は、原則としてコンピューター等を用いた製図システムとする。

２　手書きによる製図を行う場合は、コンピューター等を用いた製図と同等以上のものとする。

（図面の種類）
第33条　図面の種類は、次のとおりとする。

1 附近図 工事箇所を明確にし、工事箇所が確認できるよう道路、主要な建築物       及び目標物等が記入されていること。

2 平面図 給水対象建築物、道路及びその他工事に関する平面図に給水装置及び       配水管の位置を図示したもの。

3 立体図 給水管の配管状況等を立体的に図示したもの。

4 横断図 道路に対する配水管及び給水管の位置を横断的に図示したもの。

5 詳細図 平面図で図示できないものを別途詳細に図示したもの。

6 立面図 平面的に表現が困難な建物及び配管を図示したもの。

（記入方法）
第34条　図面への記入方法は、次の各号によるものとする。

(1) 表示記号は、別表第９を参照すること。

(2) 文字、線は、次に定めるところによること。

　　ア　文字、数字及び線は、明確に書き、容易に判読できる大きさとすること。

　　イ　文字は、左横書きとすること。

　　ウ　必要に応じて引出し線を用いること。

　　エ　線の太さは、用途（住宅及び周辺構造物輪郭線、配管、寸法引出し線等）によって使い分け、容易に判別できるようにすること。

(3) 縮尺は、１／100から１／500の範囲で１／50刻みの任意とし、図面が複数になる場合は、図面ごとに記入すること。

(4) 管口径の単位は、ミリメートルとし、単位記号（㎜、ｍ／ｍ、Φ）は付けなくともよい。
(5) 管延長の単位は、メートルとし、単位記号（ｍ）は付けなくともよい。また、延長は、小数点第１位（小数点以下第２位を四捨五入）までとする。
(6) 図面は、用紙の上部が概ね北になるように作成し、方位を必ず記入すること。
(7) 図面の用紙寸法は、原則としてＡ版とすること。
（給水装置台帳）
第35条　給水装置台帳の作成は、次の各号によるものとする。

(1) 平面図は、次に定めるところにより記入すること。

　　ア　給水対象地の形状は、公図又は地番図の境界線を参照し、全体を記入すること。ただし、分筆予定がある場合は、分筆予定線を記入すること。また、境界線に構造物（塀、擁壁、石積み、法面等）がある場合は、図示すること。

　　イ　給水対象地の建築物及び構造物を図示すること。新設するものだけでなく、既存のものについても図示すること。

　　ウ　隣接道路は、幅員全体及び付帯する歩道、側溝等の構造物を図示し、公道の種類を記入すること。

エ　隣接道路から給水対象地への出入口又は出入口予定箇所を図示すること。

　　オ　給配水管から分岐後、公道を縦断して給水管を布設する場合は、分岐位置から給水対象地までの道路、給水管布設位置及び付帯器具等を図示すること。ただし、図示が困難な場合は、付帯器具等のない部分について、総延長を記入して省略できるものとする。

　　カ　分岐する給配水管は、布設位置を図示し、口径及び管種を記入すること。

　　キ　量水器（止水栓止め工事の場合は止水栓）は、設置位置を図示し、２点ないし３点測量値を記入すること。また、カウンターの設置位置を図示すること。ただし、着手届は、設置位置の図示のみとする。

　　ク　給水管は、布設位置を図示し、口径、管種及び延長を記入すること。

　　ケ　止水栓、元バルブ、中間バルブ、水抜栓等の設置位置を図示すること。

　　コ　給水栓類は、取り付け位置を図示し、給水対象の用途（台所、浴室、トイレ等）を記入すること。

　　サ　給湯器等は、取り付け位置を図示し、その名称等を記入すること。

　　シ　ヘッダー及び特殊な給水器具等がある場合は、取り付け位置を図示し、その器具名を記入すること。

　　ス　既設給水装置の設置位置を図示すること。ただし、既設給水管の布設位置等が不明な場合は、判断できる範囲とする。

　　セ　露出配管、天井配管等は、その状況を記入すること。

(2) 詳細図は、平面図と同一の縮尺では表現できない部分について、縮尺を変更し図示すること。

(3) 横断図、立体図及び立面図は、必要に応じて作成すること。
(4) 貯水槽方式での給水の場合、原則として給水栓まで図示すること。また、貯水槽の容量（有効容積）を記入すること。
(5) 手書きにより製図を行う場合は、次に定めるところによること。
　　ア　コンピューターによる製図と同等以上の精度とすること。

　　イ　汚損のないこと。

　　ウ　油性ペン等で記入すること。

エ　文字は、正確な書体で記入し、略字及び崩し字等を使用しないこと。

　オ　数字は、テンプレート等を用い、正確に記入すること。
第７章　管理
（管理区分）
第36条　給水装置の管理区分は、次の各号によるものとする。

(1) 給配水管から分岐した給水装置は、原則として分水栓から量水器まで市長が管理し、量水器下流側を工事の申請者、給水装置の所有者又は使用者が管理するものとする。

(2) 開発事業要綱第４条及び第８条の規定による寄附行為を行わない給水装置は、原則として分水栓から給水栓まで、工事の申請者、給水装置の所有者又は使用者が管理するものとする。ただし、止水栓及び量水器は、市長が管理するものとする。

(3) 給配水管から分岐して位置指定道路内へ設置した給水装置は、分水栓から第１止水栓までの給水装置、止水栓及び量水器を市長が管理し、それを除く給水装置を工事の申請者、給水装置の所有者又は使用者が管理するものとする。ただし、寄附行為が行われている場合は、分水栓から量水器までを市長が管理するものとする。

（量水器及びカウンターの管理）
第37条　量水器及びカウンターの管理は、条例第17条第３項の規定及び次の各号によるものとする。

(1) 量水器本体は、泥、砂等による埋没及び雨水、湧水等による水没しないようにすること。

(2) 冬凍結による量水器の故障等がないよう防寒対策をすること。

(3) カウンターは、衝撃を与えたり、取り付けた支柱が倒れることのないよう注意すること。

(4) カウンターの設置場所を変更する場合は、市長に連絡すること。また、さや管は、必ず布設替すること。

(5) カウンターコードが埋設されている場所に外溝工事等を行う場合は、さや管を潰すことないよう埋設場所及び埋設深度を確認し、慎重に施工すること。

（量水器表函の管理）
第38条　量水器表函を破損した場合は、工事の申請者、給水装置の所有者、使用者又は破損の原因者が速やかに交換すること。交換は、第21条第１項の規定により行うこと。

２　市長が行う工事の際に限り市長は、量水器表函の交換がその後の市長が行う止水栓、量水器等の管理及び開閉栓作業の支障を軽減させると判断した場合は、量水器表函を交換することができる。

（管理の報告）
第39条　第36条に規定による市長の管理区分となっている給水装置の工事をしようとするときは、必ず事前協議を行い、完了後速やかに修繕工事完了報告書（様式第９号）を提出しなければならない。

２　提出後、市長からその他の必要書類に関する指示があったときは、速やかに提出しなければならない。ただし、指示に対し疑義があるときは協議することができる。

　　　附　則
（施行期日）
　この基準は、平成20年４月１日から施行する。
（施行期日）
　この基準は、令和３年４月１日から施行する。
